
静岡市地域交通弱者対策事業認定要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、地域交通弱者対策事業の認定に関し必要な事項を定めることより、交通

弱者の日常生活を支える優良な移動手段の適正な確保を図り、もって地域の活性化に資する

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）地域交通弱者対策事業 特定の地域内の交通弱者に既存の地域公共交通までの移動手段

を無償で提供する事業をいう。 

（２）交通弱者 長距離の歩行が困難であり、又は自動車等を有せず、若しくはその利用のた

めの資力がない等の理由により日常の移動が制約される高齢者、障害者等をいう。 

（３）地域公共交通 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年法律第59号）第

２条第１号の地域公共交通をいう。 

（認定の対象となる事業） 

第３条 この要綱に基づく認定の対象となる地域交通弱者対策事業は、地域公共交通による移

動手段の確保が困難で、市長が必要があると認める一つの学区又はこれに準ずる地域（道路

運送法（昭和26年法律第183号）第78条第２号に規定する自家用有償旅客運送その他の旅客の

運送の提供が見込まれる地域を除く。以下「学区等」という。）を対象とするものとする。た

だし、地域の特殊性により、市長が必要があると認める場合は、２以上の学区等を対象とす

ることができる。 

（認定を受けることができる団体） 

第４条 この要綱に基づく認定を受けることができる団体は、次に掲げる要件の全てを満たす

団体とする。 

（１）次のいずれかに該当する組織であること。 

ア 地域交通弱者対策事業の対象となる地域（以下「対象地域」という。）をその区域に含

む学区連合自治会等（単一の学区等ごとに、自治会及び町内会により組織された団体を

いう。） 

イ 対象地域に所在する地区社会福祉協議会 

ウ 対象地域に主たる事務所を有する特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第２

条第２項に規定する特定非営利活動法人 



エ アからウまでに掲げるもののほか、市長が適当であると認める団体 

（２）地域交通弱者対策事業の他に地域貢献に資する事業を実施していること。 

（３）地域交通弱者対策事業を効率的に行うために必要な物的、人的能力を有していること。 

（認定の申請） 

第５条 地域交通弱者対策事業の認定を受けようとするもの（以下「申請者」という。）は、地

域交通弱者対策事業認定申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出し

なければならない。 

（１）規約、会則その他の団体の事業を証する書類 

（２）地域交通弱者対策事業収支予算書（様式第２号） 

（３）対象地域に係る自治会連合会の区域、運行経路並びに事務所及び車両の保管場所を記載

した位置図 

（４）地域交通弱者対策事業の用に供する自家用自動車の自動車検査証（道路運送車両法（昭

和26年法律第185号）第58条第１項の自動車検査証をいう。） 

（５）地域交通弱者対策事業の用に供する自家用自動車の保管場所を証する書類 

（６）運転予定者名簿（様式第３号） 

（７）運行管理票（様式第４号） 

（８）地域交通弱者対策事業の用に供する自家用自動車の損害保険等の加入を証する書類（損

害保険等に加入していない場合にあっては、誓約書（様式第５号）） 

（９）前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

（認定の決定等） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、申請に係る地域

交通弱者対策事業を認定したときは地域交通弱者対策事業認定証（様式第６号）を交付し、

認定しないときは地域交通弱者対策事業認定却下通知書（様式第７号）により申請者に通知

するものとする。 

２ 前項の規定による認定の有効期間は、認定の日から２年を経過した日以後の最初の３月31

日までとする。 

（遵守事項） 

第７条 前条第１項の規定による認定を受けて地域交通弱者対策事業を行うもの（以下「認定

事業者」という。）は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）地域交通弱者対策事業に係る関係書類を整理し、認定期間が満了する年度の終了後５年

間保管しなければならないこと。 



（２）運行管理責任者及び代行者を定め、安全な運転のための確認票（様式第８号）及び乗務

記録（様式第９号）を整備することにより、運転者の適切な運行管理の実施の確保に努め

ること。 

（３）運転者台帳（様式第10号）及び運転者証（様式第11号）を備え運転者を管理すること。 

（４）地域交通弱者対策事業の用に供する車両に利用者が見やすいように運転者証を掲示する

こと。 

（５）地域交通弱者対策事業の用に供する車両に、地域交通弱者対策事業認定証の写しを備え

て置くこと。 

（６）前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める事項を遵守すること。 

２ 前項第２号の規定による運行管理は、運行管理責任者及び代行者と運転者との対面により

実施しなければならない。ただし、対面による確認が困難な場合には、電話等の手段により

実施することができる。 

（認定を受けた旨の表示） 

第８条 認定事業者は、この要綱に基づく認定を受けた旨を、地域交通弱者対策事業の用に供

する車両、事務所その他の場所に表示することができる。 

（実施状況報告） 

第９条 認定事業者は、毎年度４月30日までに、前年度の地域交通弱者対策事業の実施の状況

について、地域交通弱者対策事業実施状況報告書（様式第12号）に次に掲げる書類を添付し

て、市長に報告しなければならない。 

（１）地域交通弱者対策事業収支決算書（様式第13号） 

（２）利用実績書（様式第14号） 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

（事故又は苦情の処理） 

第10条 認定事業者は、地域交通弱者対策事業に係る事故又は苦情（以下「事故等」という。）

が発生した場合は、認定事業者の責任において処理しなければならない。 

２ 認定事業者は、前項に規定する事故等が発生したときは、速やかに地域交通弱者対策事業

事故等報告書（様式第15号）により、市長に報告しなければならない。 

（更新の申請） 

第11条 認定事業者は、認定の有効期間（次条の規定による更新された認定の有効期間を含む。）

の更新を受けようとするときは、あらかじめ地域交通弱者対策事業認定更新申請書（様式第

16号）に第５条各号に掲げる書類を添付して、別に定める日までに市長に提出しなければな



らない。 

（更新等） 

第12条 市長は、前条の規定による更新の申請があった場合は、その内容を審査し、認定の有

効期間を更新したときは、第６条第１項の規定による地域交通弱者対策事業認定証を更新す

るものとする。 

２ 前項の規定による更新に係る有効期間については、第６条第２項の規定を準用する。この

場合において、同項中「認定の日」とあるのは、「更新の日」と読み替えるものとする。 

（変更、中止又は廃止の承認申請） 

第13条 認定事業者は、地域交通弱者対策事業を変更し、中止し、又は廃止しようとするとき

は、あらかじめ地域交通弱者対策事業認定変更（中止・廃止）承認申請書（様式第17号）に

第５条各号に掲げる書類のうち市長が指定するものを添付の上市長に提出し、その承認を受

けなければならない。 

（変更、中止又は廃止の承認） 

第14条 市長は、前条の規定により承認の申請があったときは、その内容を審査し、承認すべ

きと認めたときは、地域交通弱者対策事業認定変更（中止・廃止）承認通知書（様式第18号）

により認定事業者に通知するものとする。 

（認定の取消し等） 

第15条 市長は、認定事業者が次に掲げる事由に該当すると認めるときは、地域交通弱者対策

事業の認定を取り消すことができる。 

（１）認定事業者が事業を継続していくことが困難と判断したとき。 

（２）第４条各号に規定する要件を欠くに至ったとき。 

（３）虚偽の申請により認定を受けたとき。 

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が必要があると認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により認定を取り消したときは、地域交通弱者対策事業認定取消通知

書（様式第19号）により認定事業者に通知するものとする。 

（雑則） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、地域交通弱者対策事業の認定に関し必要な事項は、別

に定める。 

附 則 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則 



この要綱は、平成30年３月22日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年３月12日から施行する。 



様式第１号（第５条関係） 

地域交通弱者対策事業認定申請書 

年 月 日 

（宛先）静岡市長 

所 在 地 

申請者 名   称 

代表者氏名               ○印

電   話 

地域交通弱者対策事業の認定を受けたいので、静岡市地域交通弱者対策事業認定要綱第５

条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

１ 対象地域 

２ 申請の理由 

３ 路線 

起点 
主たる経由地 

（結節する乗降場）
終点 距離 

４ 事務所の名称及び位置 

事務所の名称 位置 

５ 地域交通弱者対策事業の用に供する自家用自動車の種類及び保管場所 

所有者 車両名 ナンバー 

位置 保管場所の所有者 



６ 添付書類 

（１）規約、会則その他の団体の事業を証する書類 

（２）地域交通弱者対策事業収支予算書（様式第２号） 

（３）地域交通弱者対策事業を実施する自治会連合会の地域、運行経路並びに事務所及び車

両の保管場所を記載した位置図 

（４）地域交通弱者対策事業の用に供する自家用自動車の自動車検査証（道路運送車両法（昭

和26年法律第185号）第58条第１項の自動車検査証をいう。） 

（５）地域交通弱者対策事業の用に供する自家用自動車の保管場所の使用を証する書類 

（６）運転予定者名簿（様式第３号） 

（７）運行管理票（様式第４号） 

（８）地域交通弱者対策事業の用に供する自家用自動車の損害保険等の加入を証する書類（保

険等に加入していない場合にあっては、誓約書（様式第５号）） 



様式第２号（第５条関係） 

地域交通弱者対策事業収支予算書 

１ 収入の部 

区分 １年目 ２年目 ３年目 備考 

計     

２ 支出の部 

区分 １年目 ２年目 ３年目 備考 

計     

（注） 

１ 収入の部の「区分」には、会費、寄附金、市補助金等を記入すること。 

２ 支出の部の「区分」には、事業に要する経費の区分を記入すること。 



様式第３号（第５条関係） 

運転予定者名簿 

氏名 住所 
免許の種類 

備考 
区分 種類

１    種

２    種

３    種

４    種

５    種

６    種

７    種

８    種

９    種

10    種

（注） 

１ 免許の種類の「区分」には、受けている運転免許の大型、普通等を記入すること。 

２ 免許の種類の「種類」には、受けている運転免許の１種又は２種を記入すること。 

３ 運転を予定する者の自動車運転免許証の写しを添付すること。 



様式第４号（第５条関係） 

運行管理票 

１ 運転管理責任者及び代行者就任承諾書及び就任予定者名簿 

 氏名 住所 連絡先 備考 

責任者
自宅 
携帯 

代行者
自宅 
携帯 

２ 運行管理に係る指揮管理命令系統 

代表者  運行管理の責任者  運行管理の代行者  運転者 

 →  →  → （別紙のとおり）

３ 事故処理連絡体制 

運転者  運行管理の責任者、代行者  代表者 

（別表のとおり） 
→

（責任者）
←

 （代行者）

↓ ↓ ↓ ↓

警察署 静岡市 

４ 苦情処理責任者及び担当者就任承諾書及び就任予定者名簿 

 氏名 住所 連絡先 備考 

責任者
自宅 
携帯 

担当者
自宅 
携帯 

５ 苦情処理体制 

苦情処理受付者
 苦情処理の担当者  苦情処理の責任者

代表者 
→  →  →



様式第５号（第５条関係） 

誓約書 

年 月 日 

（宛先）静岡市長 

所 在 地 

誓約者 名   称 

代表者氏名               ○印

電   話 

地域交通弱者対策事業の認定を受けた時は、損害を賠償するために講じる措置として、対

人保険（共済）及び対物保険（共済）に速やかに加入することを誓約します。 



様式第６号（第６条関係） 

地域交通弱者対策事業認定証 

静岡市長 氏   名 印 

下記の団体は、静岡市地域交通弱者対策事業認定要綱第６条の規定による認定を受けて地

域交通弱者対策事業を実施するものであることを証します。 

記 

１ 認定番号 

２ 認定日 

３ 認定の有効期間 

４ 名称、所在地及び代表者の氏名 

５ 路線又は運送の区域 

６ 遵守事項 

（１）地域交通弱者対策事業に係る関係書類を整理し、認定期間終了の年度の終了後５年間

保管しなければならないこと。 

（２）運行管理責任者及び代行者を定め、安全な運転のための確認表（様式第８号）及び乗

務記録（様式第９号）により、運転者の適切な運行管理の実施の確保に努めること。 

（３）運転者台帳（様式第10号）及び運転者証（様式第11号）により運転者を管理すること。 

（４）利用者が見やすいよう適切な方法により地域交通弱者対策事業の用に供する車両に運

転者証を掲示すること。 

（５）地域交通弱者対策事業の用に供する車両に、地域交通弱者対策事業認定証の写しを備

えて置くこと。 

（６）（１）から（５）までに掲げるもののほか、市長が必要があると認める事項を遵守する

こと。 



様式第７号（第６条関係） 

第   号 

年 月 日 

          様 

静岡市長 氏   名 印 

地域交通弱者対策事業認定却下通知書 

年 月 日付けで申請のあった地域交通弱者対策事業の認定については、次の理由に

より申請を却下したので、通知します。 

却下した理由 



様式第８号（第７条関係） 

安全な運転のための確認票 

年 月 日 

番
号

運転者 
氏名 

疾
病

疲
労

飲
酒

その他理由 
運行の安全確保 
のための指示 

確認
時間

確認者 備考

１

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

２

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

３

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

４

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

５

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

６

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

７

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

８

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

９

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

10

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）

（
有
・
無
）



様式第９号（第７条関係） 

乗務記録 

年 月 日 

出庫キロ 入庫キロ 乗務した距離 

便数 運転者名 
開始地点 
（時刻） 

主な経由地 
終了地点 
（時刻） 

備考 

１ 
（ ： ） （ ： ） 

２ 
（ ： ） （ ： ） 

３ 
（ ： ） （ ： ） 

４ 
（ ： ） （ ： ） 

５ 
（ ： ） （ ： ） 

６ 
（ ： ） （ ： ） 

７ 
（ ： ） （ ： ） 

８ 
（ ： ） （ ： ） 

事故、著しい運行の遅延、そのた異常な状態が発生した場合の概要、原因 



様式第10号（第７条関係） 

運転者台帳 

作成番号             

作成年月日    年 月 日   

氏名 生年月日 
地域交通弱者対策事業の

運転者となった日 その他 

住所  

運転免許証 有効期限 免許年月日 免許の種類 

免許の条件  

年月日 事故歴又は道路交通法違反の状況 適性診断の受診等 

健康状態 運転者でなくなった日 運転者でなくなった理由



様式第11号（第７条関係） 

運転者証 

作成番号             

作成年月日    年 月 日   

地域交通弱者対策事業者の名称  

認 定 番 号  

認 定 期 間  

運 送 の 区 域  

運転者の氏名  

運転免許証の有効期限  

代表者の証明印 

○印

写真 



様式第12号（第９条関係） 

地域交通弱者対策事業実施状況報告書 

年 月 日 

（宛先）静岡市長 

所 在 地 

報告者 名   称 

代表者氏名               ○印

電   話 

年 月 日付け   第   号により認定の決定を受けた事業の   年度の事業

が完了したので、静岡市地域交通弱者対策事業認定要綱第９条の規定により、次のとおり関

係書類を添えて申請します。 

１ 認定番号 

２ 認定の有効期限 

３ 添付書類 

（１）地域交通弱者対策事業収支決算書（様式第13号） 

（２）利用実績書（様式第14号） 



様式第13号（第９条関係） 

地域交通弱者対策事業収支決算書 

１ 収入の部 

区分 予算額 決算額 備考 

計    

２ 支出の部 

区分 予算額 決算額 備考 

計    

（注） 

１ 収入の部の「区分」には、会費、寄附金、市補助金等を記入すること。 

２ 支出の部の「区分」には、事業に要する経費の区分を記入すること。 



様式第14号（第９条関係） 

利用実績書 

平均利用者数（ 年 月～ 年 月） 

月 １便当たりの利用者数 備考 

月 人  

月 人  

月 人  

月 人  

月 人  

月 人  

月 人  

月 人  

月 人  

月 人  

月 人  

月 人  

計 人  

平均 人  



様式第15号（第10条関係） 

地域交通弱者対策事業事故等報告書 

年 月 日 

（宛先）静岡市長 

所 在 地 

報告者 名   称 

代表者氏名               ○印

電   話 

（申告内容）  

（原因究明の結果） 処理担当者： 

（改善措置） 処理担当者： 



様式第16号（第11条関係） 

地域交通弱者対策事業認定更新申請書 

年 月 日 

（宛先）静岡市長 

所 在 地 

申請者 名   称 

代表者氏名               ○印

電   話 

地域交通弱者対策事業の認定の更新を受けたいので、静岡市地域交通弱者対策事業認定要

綱第11条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

１ 認定番号 

２ 対象地域 

３ 路線 

起点 
主たる経由地 

（結節する乗降場）
終点 距離 

４ 事務所の名称及び位置 

事務所の名称 位置 

５ 地域交通弱者対策事業の用に供する自家用自動車の種類及び保管場所 

所有者 車両名 ナンバー 

位置 保管場所の所有者 



６ 添付書類 

（１）規約、会則その他の団体の事業を証する書類 

（２）地域交通弱者対策事業収支予算書（様式第２号） 

（３）地域交通弱者対策事業を実施する自治会連合会の地域、運行経路並びに事務所及び車

両の保管場所を記載した位置図 

（４）地域交通弱者対策事業の用に供する自家用自動車の自動車検査証（道路運送車両法（昭

和26年法律第185号）第58条第１項の自動車検査証をいう。） 

（５）地域交通弱者対策事業の用に供する自家用自動車の保管場所の使用を証する書類 

（６）運転予定者名簿（様式第３号） 

（７）運行管理票（様式第４号） 

（８）地域交通弱者対策事業の用に供する自家用自動車の損害保険等の加入を証する書類（保

険等に加入していない場合にあっては、誓約書（様式第５号）） 



様式第17号（第13条関係） 

地域交通弱者対策事業認定変更（中止・廃止）承認申請書 

年 月 日 

（宛先）静岡市長 

所 在 地 

申請者 名   称 

代表者氏名               ○印

電   話 

年 月 日付け   第   号により認定を受けた事業の変更（中止・廃止）につ

いて、承認を受けたいので、静岡市地域交通弱者対策事業認定要綱第13条の規定により、次

のとおり関係書類を添えて申請します。 

１ 認定番号 

２ 変更（中止・廃止）しようとする事項 

変更事項 新 旧 変更理由 

３ 変更（中止・廃止）予定期日 

年 月 日 



様式第18号（第14条関係） 

第   号 

年 月 日 

          様 

静岡市長 氏   名 印 

地域交通弱者対策事業認定変更（中止・廃止）承認通知書 

年 月 日付けで申請のあった地域交通弱者対策事業の変更（中止・廃止）について

は、静岡市地域交通弱者対策事業認定要綱第14条の規定により、次のとおり承認したので、

通知します。 

承認の内容 



様式第19号（第15条関係） 

第   号 

年 月 日 

          様 

静岡市長 氏   名 印 

地域交通弱者対策支援事業認定取消通知書 

年 月 日付けで認定した地域交通弱者対策事業は、静岡市地域交通弱者対策事業認

定要綱第15条の規定により、次のとおり認定を取り消したので、通知します。 

１ 認定を取り消す理由 

２ 認定取消日           年 月 日 

３ 登録証の返却期日        年 月 日まで 


